
当社 参画 世界初 排出権発行
〜世界銀行 開発炭素基金 〜

平成 年 月 日

各 位

富士写真 株式会社 代表 古森 重隆 大和証券 株式会社 代
表 渡辺 秀雄 新日本石油株式会社 社長 西尾 進路 出光興産株式会社 社長 天坊 昭彦 沖縄電力株式会社
社長 當眞 嗣吉 国内企業 社 海外 企業 政府機関等 出資 世界銀行 開発炭
素基金 水力発電
通 年 月 年 月 間 二酸化炭素 削減 本 京

都議定書 定 開発 ※ 規定 基 世界

初 削減量 認定 理事会※ 受 対 温室効果 削減相当分 排出権 発行
知 発行 排出権 今後 出資者 対 出資比率 応 分配

※ 京都 先進国 技術 資金 提供 発展途上国 温室効果 削減 行 場
合 削減 温室効果 相当量 一定 認証手続 得 取引 制度

※ 気候変動枠組条約第 回締約国会議 合意 基 設立 管理 監
督機関

排出権発行 仕組

気候変動枠組条約第 回締約国会議 採択 京都議定書 原則 年 排出権 発行
仕組 開発 発展途上国 持続可能 発展 早期 実現 目的

例外的 年 排出権 発行 仕組 開発 認定
排出権購入 契約 行 実際 温室効果 削減 削減量 認定 受

排出権 発行 世界 初

経緯

世界銀行 開発炭素基金 発展途上国 期待 温室効果 排出削減
水力 風力 太陽光 再生可能 利用促進 対 京都 枠組 活用 資

金協力 温室効果 排出削減 促進 地球温暖化 防 発展途上国 地域社会 経済的
自立 発展 貢献 目的 出資者 削減 温室効果 相当分 排出権 分
配

概要

世界銀行 開発炭素基金 資金協力 地域 市
水力発電所 建設 市 周辺地域 約 万人 対 電力 供給

長期 年間 温室効果 削減 見込

地域 電力 供給 不安定 発電 本 安定的 電力 供給 可能
結果 夜間 薪 灯 取 必要 生活水準 向上 新

産業活動 可能 地域社会 発展 本 収益金 一部 使 年間
本 苗木 植 予定

各社 出資状況

社名 出資金額

富士 株 万米

大和証券 株 万米



新日本石油 株 万米

出光興産 株 万米

沖縄電力 株 万米

以上


